
 1 

諮問庁：日本年金機構 

諮問日：令和５年１１月２９日（令和５年（独情）諮問第１２０号） 

答申日：令和６年１月２２日（令和５年度（独情）答申第９０号） 

事件名：特定個人による特定日付け「法令違反通知書」に基づき行われた調査

方法等に関する文書の不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その存否

を明らかにしないで開示請求を拒否した決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，令和５年９月１４日付け年機

構発第２０号により日本年金機構（以下「機構」，「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 当事者 

（略） 

イ 不開示とした理由は失当である 

（ア）処分庁は「特定の個人」とか「通報者等の権利利益」とか長々と

不開示とした理由を決定通知書で述べている。 

（イ）仮にこの「特定の個人」とか「通報者」が第三者なら，プライバ

シーの問題が生じるのは明らかである。 

（ウ）しかしながら，今回，ここでいう「特定の個人」とか「通報者」

は，審査請求人自身である。審査請求人が審査請求人にかかわる情

報を開示して，処分庁は審査請求人のプライバシーが侵害されると

でも思っているのであろうか。仮に処分庁がそう思っているのなら，

処分庁の主張自体失当である。 

（エ）今回の不開示決定は，特定国会議員に忖度したのは明らかである。

よって，すみやかに当該法人文書が開示されるべきである。 

（２）意見書 
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ア 法５条１号には該当しない 

（ア）諮問庁は，審査請求人の開示請求は，法５条１号に該当すると主

張し，法人文書の開示を拒否した。 

（イ）ここでいう「個人に関する情報」が第三者の情報だというなら諮

問庁の主張には理由があるかもしれない。 

しかしながら，ここでいう「個人に関する情報」とは，審査請求

人本人に関する情報である。審査請求人本人が行った法令違反通報

の情報を開示することが，なぜ，審査請求人の権利利益を害する恐

れがあるというのであろうか。 

諮問庁の主張は論理矛盾，支離滅裂であり，諮問庁の主張自体失

当である。 

イ 法５条４号には該当しない 

（ア）諮問庁は「通報者保護の観点」を理由に，法人文書の開示を拒否

した。 

（イ）ここでいう「通報者保護」が第三者の保護だというなら諮問庁の

主張には理由があるかもしれない。 

しかしながら，ここでいう「通報者」とは審査請求人本人である。

審査請求人本人が行った法令違反通報の情報を開示することが，な

ぜ「通報者保護」を理由に拒否されなければならないのであろうか。 

これについても諮問庁の主張は論理矛盾，支離滅裂であり，諮問

庁の主張自体失当である。 

ウ 結語 

以上のとおり，諮問庁の理由は全く存在しない。 

よって，すみやかに原処分が取消され，当該法人文書が開示される

べきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経過 

本件審査請求にかかる経過は以下のとおりである。 

令和５年８月１７日（同月２２日受付）に審査請求人が，処分庁あてに

本件対象文書の開示請求を行った。 

これに対し，処分庁は，令和５年９月１４日に不開示を決定した。 

この不開示決定に対し，審査請求人は，令和５年９月２１日（同月２６

日受付）で審査請求書を提出し，不開示としたことについて審査請求を申

し立てている。 

２ 諮問庁としての見解 

審査請求人の審査請求の趣旨について見解を述べる。 

法５条において「独立行政法人等は，開示請求があったときは，開示請

求に係る法人文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」とい
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う。）のいずれかが記録されている場合を除き，開示請求者に対し，当該

法人文書を開示しなければならない。」とされており，その不開示情報に

ついては，同条各号において示されている。 

（１）法５条１号の該当性について 

対象文書の開示又はその存否について明らかにすることは，特定の個

人が機構に対して法令違反通報を行った事実の有無を明らかにすること

と同様の結果を生じさせるとともに，通報者等の権利利益を害するおそ

れがある。したがって，このような情報は，法５条１号に規定する「個

人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の

記述等により特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を

識別することはできないが，公にすることにより，なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの」にあたり，不開示情報に該当することは明

らかである。 

（２）法５条４号の該当性について 

対象文書の開示又はその存否について明らかにすることは，通報者保

護の観点において，これから通報を行おうとする通報者の信頼を損ねる

とともに，通報者が不当な圧力を受けることなどをおそれて通報を行う

ことを躊躇することが想定され，その結果，機構の役員及び職員に係る

法令及び諸規程等違反行為を早期に発見及び対処し，機構におけるコン

プライアンスを徹底するという法令等違反通報制度の趣旨を損なうこと

となり，同制度運用事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。し

たがって，このような情報は，法５条４号に規定する「国の機関，独立

行政法人等，地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に

関する情報であって，公にすることにより，当該事務又は事業の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にあたり，不開示情報に該当す

ることは明らかである。 

上記（１）及び（２）の理由から不開示情報に該当し，さらに，本件開

示請求は，特定の個人が法令違反通報を行ったことを前提として行われて

いると認められ，対象文書の存否について明らかにすることは，特定の個

人が機構に対して法令違反通報を行った事実の有無を明らかにすることと

同様の結果を生じさせることとなり，法８条に規定する「存在しているか

否かを答えるだけで，不開示情報を開示すること」に該当することから，

同条に基づき当該開示請求に係る法人文書の存在を明らかにせず不開示と

したものである。 

３ 結論 

以上のことから，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきもの

と考える。 

第４ 調査審議の経過 
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当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和５年１１月２９日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１２月２０日    審査請求人から意見書を収受 

④ 令和６年１月１５日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものである。 

処分庁は，本件対象文書の存否を答えるだけで，法５条１号及び４号の

不開示情報を開示することになるため，本件対象文書の存否を明らかにし

ないで本件開示請求を拒否する原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は原処分の取消しを求めているが，諮問庁は原

処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の存否応答拒否の妥

当性について検討する。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の妥当性について 

（１）本件開示請求は，特定個人の氏名を明示して，当該個人が機構に対し

て行った法令違反通報への対応に係る法人文書の開示を求めるものであ

ることから，本件対象文書の存否を答えることは，特定個人が機構に法

令違反通報を行ったという事実の有無（以下「本件存否情報」とい

う。）を明らかにするものであると認められる。 

（２）そして，本件存否情報は，法５条１号本文前段の個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当すると認められ

る。また，本件存否情報は，法令の規定により又は慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報とは認められないから，同号た

だし書イに該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められ

ない。 

（３）したがって，本件対象文書の存否を答えることは，法５条１号の不開

示情報を開示することとなるため，同条４号について判断するまでもな

く，法８条の規定により，その存否を明らかにしないで，本件開示請求

を拒否したことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

（１）審査請求人は，審査請求書及び意見書において，開示請求者が本人に

係る情報の開示を請求した場合には開示されるべきである旨主張してい

るものと解される。 

しかしながら，法の定める開示請求制度は，何人に対しても，請求の

目的のいかんを問わず開示請求を認める制度であるところ，開示・不開

示の判断に当たっては，特定の情報を承知している者からの開示請求で

ある場合を含め，開示請求者が誰であるかは考慮されないものであるか
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ら，審査請求人の上記主張を採用することはできない。 

（２）審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条１号及び４号に該当するとして，その存否を明

らかにしないで開示請求を拒否した決定については，当該情報は同条１号

に該当すると認められるので，同条４号について判断するまでもなく，妥

当であると判断した。 

（第４部会） 

委員 白井幸夫，委員 田村達久，委員 野田 崇 
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別紙（本件対象文書） 

 

特定個人が発した特定日付「法令違反通知書」に基づき行われた調査方法，

法令違反と認められなかった根拠，その他今回の「法令違反通知書」に関する

法人文書一切 


